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平成１７年３月１６日 

各 位 

会 社 名 株式会社 住 友 倉 庫 

代表者名 社 長   安部正一  

（コード番号9303 東証･大証第１部） 

問合せ先 取締役総務部長 矢吹治 

（TEL.06-6581-1181） 

 

会 社 名 大和ハウス工業 株式会社 

代表者名 代表取締役社長 村上健治 

（コード番号1925 東証･大証第１部） 
問合せ先 取締役連結経営 

管理部門担当 濵田次男 
（TEL.06-6342-1398） 

 

 

株式会社住友倉庫と大和ハウス工業株式会社の業務提携に関するお知らせ 

 

 

本日、株式会社住友倉庫(以下、住友倉庫)と大和ハウス工業株式会社(以下、大和ハウス工業)

との間で、下記のとおり業務提携を行なうことに基本合意しましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

１．業務提携の趣旨およびその内容 

住友倉庫と、大和ハウス工業は、物流事業および不動産事業に関する両社のグループ企業を含

む幅広い業務提携を行なうことで基本合意いたしました。また業務提携にともない、両社の信頼

関係をより強固なものとするために、今後、住友倉庫と大和ハウス工業の間で資本提携を行なう

予定です。 

 

住友倉庫グループは事業基盤および収益力の一層の拡充・強化を目指しております。これらの

実現のための重点施策である、物流事業、不動産事業の抜本的強化にあたっては、顧客開拓力、

不動産案件開拓力の強い有力企業との提携が最適と判断しておりました。 

大和ハウス工業グループは、物流施設、商業施設他の不動産開発事業の拡充、物流事業の強化、

中国を始めとする海外におけるビジネス展開において、物流の専門性および不動産開発ニーズの

高い有力企業との提携が最適と判断しておりました。 
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今回の業務提携は、以上の両社の目的が合致したことで実現したものであり、住友倉庫グルー

プが有する物流事業の専門性やグローバル・トータルな物流サービスインフラと、大和ハウス工

業グループが有する顧客開拓力、建築技術、事業推進力を組み合わせて、相互の企業価値の向上

を推進いたします。 

 

本提携は、以下の三分野を対象とし、具体的な業務提携の内容は、今後両社でプロジェクトチ

ームを発足させ、その中で検討していくこととしております。 

 

【提携三分野】 

（１）物流事業、および物流施設に関する分野 

（２）不動産事業に関する分野 

（３）中国を始めとする海外におけるビジネス展開に関する分野 

 

２．両社の概要（平成１６年９月末現在） 

【住友倉庫】 

（１）商    号 株式会社住友倉庫 

（２）主な事業内容 倉庫業、港湾運送業、不動産賃貸業 

（３）設立年月日 大正１２年８月１日 

（４）本店所在地 大阪市西区川口二丁目１番５号 

（５）代 表 者 社長 安部正一 

（６）資 本 金 ９，４５２百万円 

（７）従 業 員 数 ７４５人 

（８）大株主構成および持株比率 
株 主 の 名 称 所有株式数 所有株式数の割合 

日本ﾄﾗｽﾃｨ･ｻｰﾋﾞｽ信託銀行株式会社（信託口） ９，６８４千株 ６．９９％ 
三井住友海上火災保険株式会社 ８，２９２千株 ５．９８％ 
日本ﾏｽﾀｰﾄﾗｽﾄ信託銀行株式会社（信託口） ８，１０８千株 ５．８５％ 
住友生命保険相互会社 ３，５９１千株 ２．５９％ 
株式会社三井住友銀行 ３，５５０千株 ２．５６％ 

（９）大和ハウス工業との関係 特別な関係はありません。 

 

【大和ハウス工業】 

（１）商    号 大和ハウス工業株式会社 

（２）主な事業内容 住宅事業、商業建築事業 

（３）設立年月日 昭和３０年４月５日 

（４）本店所在地 大阪市北区梅田三丁目３番５号 

（５）代 表 者 代表取締役社長 村上健治 

（６）資 本 金 １１０，１２０百万円 

（７）従 業 員 数 １１，５９４人 
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（８）大株主構成および持株比率 
株 主 の 名 称 所有株式数 所有株式数の割合 

日本ﾄﾗｽﾃｨ･ｻｰﾋﾞｽ信託銀行株式会社（信託口） ４４，３７３千株 ８．０６％ 
日本ﾏｽﾀｰﾄﾗｽﾄ信託銀行株式会社（信託口） ３３，０８９千株 ６．０１％ 
ｻﾞ ﾁｪｰｽ ﾏﾝﾊｯﾀﾝ ﾊﾞﾝｸ ｴﾇｴｲ ﾛﾝﾄﾞﾝ １５，９３４千株 ２．８９％ 
ｽﾃｰﾄ ｽﾄﾘｰﾄ ﾊﾞﾝｸ ｱﾝﾄﾞ ﾄﾗｽﾄ ｶﾝﾊﾟﾆｰ 505103 １２，５０６千株 ２．２７％ 
日本生命保険相互会社 １２，５０４千株 ２．２７％ 

（９）住友倉庫との関係 特別な関係はありません。 

 

３．日程 

平成１７年３月１６日 業務提携に関する基本合意書締結 

 

４．今後の見通し 

業務提携の具体的内容が固まり次第発表する予定です。 

以 上 


